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平成２８年１２月２０日判決言渡 

平成２８年（行ケ）第１００６９号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２８年９月１３日 

判         決 

    

   原 告   Ｘ 

 

被 告   特 許 庁 長 官 

指 定 代 理 人   内 藤 真 德 

同             高 木  彰 

同             長 馬  望 

同             金 子 尚 人 

主         文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 特許庁が訂正２０１５－３９００９４号事件について平成２８年２月１０日にし

た審決を取り消す。 

第２ 前提となる事実 

 １ 特許庁における手続の経緯等（争いがない事実又は文中掲記の証拠により容

易に認定できる事実） 

 原告は，発明の名称を「座席管理システム」とする特許発明（特許３９９５１３

３号。平成１９年８月１０日設定登録。以下，この特許を「本件特許」という。）の

特許権者である。 

 原告は，平成２７年８月２０日，訂正審判（訂正２０１５－３９００９４号事件。
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以下「本件訂正審判」という。）の請求をした（甲１３）。原告は，同年１１月４日

付けで拒絶理由通知（甲１４。以下「本件拒絶理由通知」という。）を受けたため，

同年１２月４日付けで意見書（甲１５）を提出したが，特許庁は，平成２８年２月

１０日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決をし，その謄本を，同月１

７日，原告に送達した。 

２ 特許請求の範囲 

 本件訂正審判における訂正前の本件特許に係る特許請求の範囲の記載（請求項の

数は２）は，以下のとおりである（以下，請求項１及び２に係る発明を併せて「本

件特許発明」ということがある。また，本件特許の明細書及び図面を併せて「本件

明細書」という。）。 

 「【請求項１】 

 カードリーダで読取られた座席指定券の券情報或いは券売機等で発券された座席

指定券の発券情報等を管理する管理センターに備えられるホストコンピュータと，

該ホストコンピュータと通信回線で結ばれて，指定座席を設置管理する座席管理地

に備えられる端末機とから成る，指定座席を管理する座席管理システムであって， 

 前記ホストコンピュータが，前記券情報と前記発券情報とを入力する入力手段と，

該入力手段によって入力された前記券情報と前記発券情報とに基づき，かつ，前記

座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表示する座席表示情報を

作成する作成手段と，該作成手段によって作成された前記座席表示情報を記憶する

記憶手段と，該記憶手段によって記憶された前記座席表示情報を伝送する伝送手段

と， 

 前記端末機が，前記伝送手段によって伝送された前記座席表示情報を入力する入

力手段と，該入力手段によって入力された前記座席表示情報を記憶する記憶手段と，

該記憶手段によって記憶された前記座席表示情報を表示する表示手段と， 

を備えて成ることを特徴とする座席管理システム。 

 【請求項２】 
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 カードリーダで読取られた座席指定券の券情報或いは券売機等で発券された座席

指定券の発券情報等を管理する管理センターに備えられるホストコンピュータと，

該ホストコンピュータと通信回線で結ばれて，複数の座席管理地に備えられる端末

機とから成る，指定座席を管理する座席管理システムであって， 

 前記ホストコンピュータが，前記券情報と前記発券情報とを入力する入力手段と，

該入力手段によって入力された前記券情報と前記発券情報とを，複数の前記座席管

理地又は前記端末機を識別する座席管理地識別情報又は端末機識別情報別に集計す

る集計手段と，該集計手段によって集計された前記券情報と前記発券情報とに基づ

き，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表示する

座席表示情報を作成する作成手段と，該作成手段によって作成された前記座席表示

情報を記憶する記憶手段と，該記憶手段によって記憶された前記座席表示情報を伝

送する伝送手段と， 

 前記端末機が，前記伝送手段によって伝送された当該座席管理地識別情報又は端

末機識別情報の前記座席表示情報を入力する入力手段と，該入力手段によって入力

された前記座席表示情報を記憶する記憶手段と，該記憶手段によって記憶された前

記座席表示情報を表示する表示手段と， 

を備えて成ることを特徴とする座席管理システム。」 

３ 本件訂正審判における訂正事項 

本件訂正審判における訂正事項は，以下のとおりであり，原告は，訂正事項１及

び４は特許請求の範囲の減縮を目的とするものである，訂正事項２，３，５及び６

は，明瞭でない記載の釈明を目的とするものであり，そうでないとしても，特許請

求の範囲の減縮を目的とするものである旨主張している。 

(1) 訂正事項１ 

 特許請求の範囲の請求項１の「該ホストコンピュータと通信回線で結ばれて，指

定座席を設置管理する座席管理地に備えられる端末機」を，「該ホストコンピュータ

と通信回線で結ばれて，指定座席を設置管理する座席管理地に備えられる端末機で
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あって，各指定座席の利用状況を表示するための端末機」と訂正する。 

 (2) 訂正事項２ 

特許請求の範囲の請求項１の「該入力手段によって入力された前記券情報と前記

発券情報とに基づき，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに

基づいて表示する座席表示情報を作成する作成手段と，」を，「該入力手段によって

入力された前記券情報と前記発券情報とに基づき座席表示情報を作成する手段であ

って，かつ，前記各指定座席の利用状況を前記座席管理地に設置される指定座席の

レイアウトに基づいて前記端末機側に表示させるための座席表示情報を作成する作

成手段と，」と訂正する。 

(3) 訂正事項３ 

 特許請求の範囲の請求項１の「備えて成ることを特徴とする座席管理システム。」

を，「備えて成り，前記表示手段は，前記端末機が備えられた座席管理地に設置され

る指定座席のレイアウトに基づいて各指定座席の利用状況を表示し，前記作成手段

は，前記券情報と前記発券情報との両情報から１つの前記座席表示情報を作成する

ことを特徴とする座席管理システム。」と訂正する。 

 (4) 訂正事項４ 

 特許請求の範囲の請求項２の「該ホストコンピュータと通信回線で結ばれて，指

定座席を設置管理する座席管理地に備えられる端末機」を，「該ホストコンピュータ

と通信回線で結ばれて，指定座席を設置管理する座席管理地に備えられる端末機で

あって，各指定座席の利用状況を表示するための端末機」と訂正する。 

 (5) 訂正事項５ 

 特許請求の範囲の請求項２の「該集計手段によって集計された前記券情報と前記

発券情報とに基づき，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに

基づいて表示する座席表示情報を作成する作成手段と，」を，「該集計手段によって

集計された前記券情報と前記発券情報とに基づき座席表示情報を作成する手段であ

って，かつ，前記各指定座席の利用状況を前記座席管理地に設置される指定座席の
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レイアウトに基づいて前記端末機側に表示させるための座席表示情報を作成する作

成手段と，」と訂正する。 

 (6) 訂正事項６ 

 特許請求の範囲の請求項２の「備えて成ることを特徴とする座席管理システム。」

を，「備えて成り，前記表示情報は，前記端末機が備えられた座席管理地に設置され

る指定座席のレイアウトに基づいて各指定座席の利用状況を表示し，前記作成手段

は，前記券情報と前記発券情報との両情報から１つの前記座席表示情報を作成する

ことを特徴とする座席管理システム。」と訂正する。 

４ 審決の理由 

 審決の理由は，別紙審決書写しに記載のとおりである。その要旨は，①特許請求

の範囲の請求項１に係る訂正事項２及３は，いずれも発明特定事項を削除するもの

であって，実質上特許請求の範囲を拡張し，又は変更するものであり，特許法１２

６条６項の規定に適合しないから，訂正事項１を検討するまでもなく，請求項１に

係る訂正は認められない，②特許請求の範囲の請求項２に係る訂正事項５及び６は，

訂正事項２及び３と実質的に同じ内容の訂正であり，同様の理由により，実質上特

許請求の範囲を拡張し，又は変更するものであって，特許法１２６条６項の規定に

適合しないから，訂正事項４を検討するまでもなく，請求項２に係る訂正は認めら

れない，というものである。 

第３ 原告主張の取消事由 

 １ 取消事由１（特許請求の範囲の請求項１及び２に記載の文面の解釈の誤り） 

 (1) 審決は，「座席表示情報」とは，ホストコンピュータにおいて，「券情報」と

「発券情報」とに基づき，かつ，「指定座席のレイアウト」に基づいて作成手段によ

り作成される情報であって，ホストコンピュータにおいて，「券情報」，「発券情報」

及び「指定座席のレイアウト」といった個々の情報を一つの情報に統合することに

よって，これを端末機に送信すれば，格別の処理を要することなく座席の利用状況

を表示し，目視することができる情報であるとの誤った解釈をしている。原告は，
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請求項１及び２の「座席表示情報」の技術的意義を誤って解釈されないようにする

ために，本件訂正審判の請求をした。すなわち，「座席表示情報」を「券情報」と「発

券情報」との両情報に基づいて作成した点を明確にするために，訂正事項２に係る

訂正をしたのである（「座席表示情報」を作成する際に用いる情報が「券情報」と「発

券情報」と解されることが明確になる）。このように，訂正事項２は，特許法１２６

条１項３号の明りょうでない記載の釈明に該当する。 

 そして，訂正事項２は，本件明細書（段落【００１３】等）に記載されている内

容であり，少なくとも，明細書又は図面のすべての記載を総合することにより導か

れる技術的事項との関係において，新たな技術的事項を導入するものではない。 

 この訂正は，本件特許発明の「座席表示情報」の技術的意義に係る誤った解釈に

よる誤った実施例と，本件訂正により明りょうになった，正しい解釈による実施例

のうち，特許請求の範囲を正しい解釈による一実施例に限るものであるから，この

点においても，特許請求の範囲を拡張するものには当たらない。 

 したがって，訂正事項２は，特許法１２６条５項に適合するものであるから，こ

れに反する審決の判断には誤りがあり，同様に，その他の訂正事項についての審決

の判断にも誤りがある。審決は取り消されるべきである。 

 (2) 請求項１及び２の「該入力手段によって入力された前記券情報と前記発券情

報とに基づき，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づい

て表示する座席表示情報を作成する作成手段」との記載について，審決は，「該入力

手段によって入力された前記券情報と前記発券情報とに基づき」及び「前記座席管

理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて」は「作成する作成手段」を修

飾していると解釈している。 

 しかし，「該入力手段によって入力された前記券情報と前記発券情報とに基づき」

は「作成する作成手段」を修飾し，「前記座席管理地に設置される指定座席のレイア

ウトに基づいて」は「表示する座席表示情報」を修飾していると解すべきであって，

審決の「統合された云々」とする解釈は誤っている。 
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 審決は，並列的に接続された「前記券情報と前記発券情報とに基づき」と「前記

座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて」との二つの文言は，と

もにそれらに続く一つの動詞である「作成する」にかかると解するのが， 日本語の

素直な解釈であると判断しているところ，そのように解すると，その文面の「前記

座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて」の後に続けて，そこに

本来あるはずの「表示する」なる文言が抜けており，「前記座席管理地に設置される

指定座席のレイアウトに基づいて表示する座席表示情報を作成する」という，そこ

で作成される本件特許発明の「座席表示情報」の本来の意味が失われる。 通常，前

にある文言（「指定座席のレイアウトに基づいて」）は，その直後にある文言（「表示

する」）にかかるのが常識であって，このことからすれば，請求項１及び２の「前記

券情報と前記発券情報とに基づき，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席の

レイアウトに基づいて表示する座席表示情報を作成する」なる文面では，あくまで

も，「指定座席のレイアウトに基づいて表示する」となっても「指定座席のレイアウ

トを統合」ということにはならないのである。 

 また，本件明細書には，「券情報」と「発券情報」という２種類の情報を統合して

一つの情報とする記載があるのみであって，通信回線の負担の軽減などの記載はな

く，また，「ホストコンピュータにおいて，「券情報」，「発券情報」及び「指定座席

のレイアウト」といった個々の情報を１つの情報に統合」というように決めつけて

いるような記載はどこにもない。そのように解釈すると，「座席表示情報」を「画像

情報」と捉えることとなり，本件特許発明が「券情報」と「発券情報」を統合して

情報量を半減させる場合に比べ，各段に大きな情報量になってしまうことから，審

決の指摘のとおり，「前記ホストコンピュータから前記端末機へ伝送される情報量が

半減され」ということにはならない。 

 (3) 請求項１及び２における「座席表示情報」の技術的意義について，審決は，

「本件特許発明における「座席表示情報」の技術的意義を検討すると，「座席表示情

報」とは，ホストコンピュータにおいて，「券情報」と「発券情報」とに基づき，か
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つ，「指定座席のレイアウト」に基づいて作成手段により作成される情報であって，

「券情報」，「発券情報」及び「指定座席のレイアウト」といった個々の情報を１つ

の情報に統合することによって，これを端末機に送信すれば，格別の処理を要する

ことなく座席の利用状況を表示し，目視することができる情報と認めることができ

る。」と解釈している。すなわち，審決は，ホストコンピュータで作成される「座席

表示情報」は，ディスプレイに座席の利用状況をイメージして作成された情報（画

像情報)として捉えている。しかし，本件明細書の段落【００１２】，【００１３】の

記載からみて，端末機２（本件特許発明の端末機）は，ホストコンピュータで作成

された「券情報」と「発券情報」とで構成された「座席表示情報」（表示情報）を受

けて，該「座席表示情報」を基に，「券情報」と「発券情報」との有無，すなわち，

各指定座席の利用状況を，指定座席のレイアウトに基づいて，何らかの処理をして，

指定座席のレイアウトを示すパターンの上に画像として表示する画像情報を作成し

該画像情報を端末機２のディスプレイに表示して，該表示を目視して各指定座席の

利用状況を目視できるようにしていることになる。 

 したがって，本件特許発明は，端末機が「座席表示情報」を表示する場合は，「座

席表示情報」を受けてそれをもとに，指定座席のレイアウトに基づいて何らかの処

理をして，画像情報を作成しているということになり，ホストコンピュータで作成

される「座席表示情報」を画像情報として捉えられるものではないのであるから，

審決の認定判断は誤りである。 

 被告は，上記段落【００１３】に記載の「指定座席のレイアウトに基づいて表示

する」というところでは，「端末機において「座席表示情報」とこれとは別の指定座

席のレイアウトに関する何らかの情報とを統合処理してディスプレイに表示するこ

とを意味するものではない」というように「統合しない」と主張し，本件特許発明

の「座席表示情報」の技術的意義に係る解釈では，「指定座席のレイアウトに基づい

て作成する」というところでは「本件特許発明の「座席表示情報」とは，ホストコ

ンピュータにおいて，「券情報」，「発券情報」及び「指定座席のレイアウト」といっ
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た個々の情報を１つの情報に統合されたもの」というように「統合する」と主張す

るなど，その解釈に一貫性がなく，支離滅裂な主張をしているという他はない。 

 ２ 取消事由（審決の説示の誤り） 

 (1) 審決は，単に「表示する座席表示情報」とは，座席表示情報が表示するもの

であることを意味していることが理解でき，日本語として不自然ではないし，さら

にその技術的な意味からみても，何ら不自然とはいえない，と説示しているが，こ

れでは，何に基づいて表示する座席表示情報なのかが不明になってしまう。すなわ

ち，本件特許明細書に「指定座席のレイアウトに基づいて表示する座席表示情報」

とある明確な基づくものとして使われる「指定座席のレイアウト」が不要というこ

とになり，本件特許発明が持つ「座席表示情報」の本来の具体的な意味が分からな

いものになってしまうということになる。 

 よって，審決の，上記文面の解釈に係る説示は誤りである。 

 (2) 審決が，「また，請求項１及び請求項２の「前記券情報と前記発券情報とに

基づき，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表示

する座席表示情報を作成する作成手段」との記載は，「前記券情報と前記発券情報と

に基づき」と「前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて」と

は「かつ」で接続されて，並列的に記載されているのであるから，「基づき」，「基づ

いて」はいずれも「作成する」に係ると解するのが，二つ以上の文言を並列的に接

続する接続詞である「かつ」を含む文章の通常の解釈である。」とした点は誤りであ

る。「かつ」は，「前記券情報と前記発券情報とに基づき」かつ（and）「前記座席管

理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表示する」座席表示情報を作成

する，というように，「前記券情報と前記発券情報とに基づき」というだけではなく，

かつ（and）「前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表示す

る座席表示情報を作成する」という意味で使われるだけのものであって，ここでは，

何に基づくのか，その基づくものの数が増すことを意味する以外の何物でもないか

ら，特許請求の範囲の請求項１及び２に記載の文面の解釈は，「前記券情報と前記発
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券情報とに基づき」かつ（and）「前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウ

トに基づいて表示する座席表示情報を作成する」と全く同じ解釈になる。 

 よって，審決の上記文面の解釈に係る説示は誤りである。 

 (3) 本件明細書の【請求項１】，【請求項２】，段落【０００５】，【０００６】，【０

０１０】，【００２０】等の記載に鑑みると，段落【００１６】は「座席表示情報」

の前に付くべき「表示する」なる文言が抜けている，即ち，単なる記載漏れと解す

べきであって，特段の意味を持つものではない。 

 よって，審決の段落【００１６】に関する文面の解釈に係る説示は誤りである。 

 (4) 審決の認定判断は，本件特許発明の技術的範囲を本件明細書の段落【００１

６】に記載された実施例に限定して誤って解釈し説示するものであるから，特許法

７０条１項に違反する。 

 (5) 各座席についてそれぞれの座席の「券情報」と「発券情報」などの情報を座

席番号順に並べるなどして「座席表示情報」を作成するためには，各座席について，

指定座席のレイアウトを手掛かりにして（使って），個々の座席の「発券情報」と「発

売情報」を突き合わせ，それぞれの座席の状況によって作成する必要があり，この

場合，指定座席のレイアウトを知らなければ（使わなければ）できないのであるか

ら，ホストコンピュータで作成される本件特許発明の「座席表示情報」は，「券情報」

と「発券情報」だけでなく，かつ（and），指定座席のレイアウトに基づいて，各座

席についてそれぞれの座席の「券情報」と「発売情報」を突き合わせて，それぞれ

の座席の状況によって，それらの情報を座席番号順に並べるなどして作成するので

ある。ホストコンピュータが「座席表示情報」を作成する作成手段において使用さ

れるプログラムには，上記指定座席のレイアウトは必要不可欠な情報として使用さ

れるものではあるが，本件特許発明には前記プログラムは示されていないのである

から，前記作成手段によって作成される「座席表示情報」は，請求項１及び２に記

載のとおりの，「券情報」と「発券情報」とに基づき，かつ(and)，座席管理地に設

置される指定座席のレイアウトに基づいて表示する（表示するための）「座席表示情
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報」であればどのような形式・形態等（データフォーマット）のものでもあっても

よい。 

 したがって，特許請求の範囲の請求項１及び２の「座席表示情報」について，「ホ

ストコンピュータにおいて，「券情報」，「発券情報」及び「指定座席のレイアウト」

といった個々の情報を１つの情報に統合することによって」というように解釈され

るものではなく，そのような解釈が裏づけられることにもならない。 

 よって，審決の上記文面の解釈に係る説示は誤りである。 

３ 取消事由３（その他の取消事由） 

 (1) 審決の請求項１及び２の文面の解釈の誤り，それを正当化するための説示の

誤りの全ては，別件の本件特許発明に基づく侵害訴訟における控訴審（知的財産高

等裁判所平成２３年（ネ）第１００１３号特許権侵害差止等請求控訴事件。以下「別

件訴訟」という。）の裁判官がした誤った文面の解釈とそれを正当化するための誤っ

た説示をそのまま使ってされたものであることは明らかである。 

 しかも，審決の説示は，本件拒絶理由通知の際にはなかったものであり，その誤

った説示について原告が意見する機会が与えられないままにされたのであって，原

告の対処不能な状態でされたものである。 

 (2) 審決は，その誤った事実認定を正当化し，本件特許発明をないものにしよう

とする策略によるものであることは明らかで，絶対あってはならない，絶対許され

ない犯罪行為であるという他はなく，少なくとも，そこにある所為は，刑法１５６

条（虚偽公文書作成罪）に該当するという他はないのである。 

第４ 被告の主張 

 １ 取消事由１（特許請求の範囲の請求項１及び２に記載の文面の解釈の誤り）

について 

 (1) 審決は，本件特許発明における「座席表示情報」の技術的意義を検討すれば，

「座席表示情報」とは，ホストコンピュータにおいて，「券情報」と「発券情報」と

に基づき，かつ，「指定座席のレイアウト」に基づいて作成手段により作成される情
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報であって，ホストコンピュータにおいて，「券情報」，「発券情報」及び「指定座席

のレイアウト」といった個々の情報を１つの情報に統合することによって，これを

端末機に送信すれば，格別の処理を要することなく座席の利用状況を表示し，目視

することができる情報と認定するとともに，さらに，この認定は特許明細書等の記

載とも整合的であることからも裏付けられると説示した上で，本件訂正審判に係る

訂正は，請求項１及び２において，ホストコンピュータで「座席表示情報」を作成

する際に用いる情報として特定されていた「指定座席のレイアウト」を除外するも

のであるから，発明特定事項を削除するものであって，特許請求の範囲を拡張する

こととなり，実質上特許請求の範囲を拡張し，又は変更する訂正であるから，特許

法１２６条６項の規定に適合しないと判断したものであり，その判断に誤りはない。 

 (2) 審決は，請求項１及び２の記載，特に「前記券情報と前記発券情報とに基づ

き，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表示する

座席表示情報を作成する」との文言の素直な解釈を根拠としたものであって，原告

の前記主張は審決を正解しないものである。 

 また，審決は，請求項１及び２の記載，特に「前記券情報と前記発券情報とに基

づき，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表示す

る座席表示情報を作成する」との文言において，「券情報」と「発券情報」と「指定

座席のレイアウト」との個々の三つの情報に基づいて，一つの「座席表示情報」が

作成されることをもって，「統合する」と認定したものであって，原告が主張するよ

うに，「かつ」という文言が存在することのみをもって，認定判断したものではない。 

 (3) 審決は，ホストコンピュータから端末機に送信される「座席表示情報」自体

が，原告の主張する「画像情報」であると認定したものではないから，審決が「座

席表示情報」を「画像情報」であると認定したことを前提とする原告の主張は，審

決を正解しないものである。 

 また，本件明細書の段落【００１２】，【００１３】の記載等は，端末機において

「座席情報」とこれとは別の指定座席のレイアウトに関する何らかの情報とを統合
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処理してディスプレイに表示することを意味するものではない。 

 ２ 取消事由２（審決の説示の誤り）について 

 原告の取消事由２の主張は，以下のとおり，いずれも理由がない。 

 (1) 審決で指摘したとおり，「表示される座席表示情報」と解しても，「座席表示

情報」は，ホストコンピュータのディスプレイ及び端末機のディスプレイにおいて，

目視できるように表示されるものであることを意味する記載として，明確に理解で

きるから，「表示される座席表示情報」と解すると，何に基づいて表示する座席表示

情報なのかが不明になってしまうとの原告の主張は失当である。 

 (2) 請求項１及び２の「前記券情報と前記発券情報とに基づき，かつ，前記座席

管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表示する座席表示情報を作成

する作成手段」との記載は，いずれも「券情報」と「発券情報」かつ「指定座席の

レイアウト」に基づいて座席表示情報を作成するという意味に解釈できるから，前

記第３，２(2)の原告の主張は失当である。  

 (3) 原告の指摘する本件明細書の段落【００１６】の記載は，それ自体として明

確であること，その意味が特許請求の範囲の請求項１及び２の記載とも整合してい

ること，さらに「表示する」を補うとすると，その直後には「これを表示するとと

もに」との文言が続くために冗長な文章となってしまうことからみて，単なる記載

漏れ，すなわち明らかな誤記であるとはいえない。仮に，原告が主張するとおり，

本件明細書の段落【００１６】において，「表示する」の文言が抜けていることが単

なる記載漏れであり，「表示する」を補ったとしても，文章全体としての意味が変わ

ることはなく，審決の認定が誤りである理由とはならない。 

 (4) 原告は，審決の認定判断は，本件特許発明の技術的範囲を本件明細書の段落

【００１６】に記載された実施例に限定した解釈をするものであり，特許法７０条

１項に違反する旨主張する。しかし，審決は，段落【００１６】を始めとした本件

明細書の記載とも整合的であることからも裏付けられると説示したものであって，

段落【００１６】に記載された実施例に限定して解釈したものではないから，原告
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の上記主張は当を得ないものである。 

 (5) 前記第３，２(5)の原告の主張は論理矛盾した主張である。むしろ，「座席表

示情報」を作成するためには「券情報」と「発券情報」のみならず，「指定座席のレ

イアウト」が必要不可欠な情報であるとの指摘は，本件特許発明における「座席表

示情報」は審決が認定したとおりのものであることを裏付けるものであって，原告

の上記主張は当を得ないものである。 

 ３ 取消事由３（その他の取消事由）について 

 審決は，特許請求の範囲，特許明細書等の記載に基づいて，本件特許発明を認定

した上で，本件訂正審判に係る訂正が特許法１２６条に規定される要件に適合する

かについて判断したものであって，本件特許発明に係る別件訴訟の解釈と説示をそ

のまま引用したものではないから，原告の主張は失当である。  

 さらに，本件訂正審判では，審判長は，特許法１６５条の規定に基づき，請求人

（原告）に対し，本件拒絶理由通知書（甲１４）において訂正の請求を拒絶する理

由を示した上で意見書提出の機会を与え，請求人（原告）は，これに応じて同年１

２月４日付けで意見書（甲１５）を提出しており，審決は，当該意見書を踏まえ適

法になされたものである。  

第５ 当裁判所の判断 

 １ 本件特許発明について 

 (1) 本件明細書（乙１）には，次の記載がある。 

 ア 「【０００１】 

 【発明の属する技術分野】 

本発明は，指定座席を管理する座席管理システムに関する。」 

 イ 「【０００２】 

【従来の技術】 

 従来，指定座席を管理する座席管理システムとしては，カードリーダで読取られ

た座席指定券の券情報及び券売機等で発券された座席指定券の発券（座席予約）情
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報等を，例えば列車車内において，端末機（コンピュータ）で受けて記憶し表示し

て，指定座席の利用状況を車掌が目視できるようにして車内検札を自動化する座席

指定席利用状況監視装置（特公Ｈ５－４７８８０号公報）が発明されている。 

 【０００３】 

 ・・・券情報入力１５で受けたカードリーダで読取られた座席指定券の券情報と，

発券情報入力１６で受けた券売機等で発券された座席指定券の発券情報等の情報を

ＣＰＵ１７に記憶して情報処理して，各指定座席の使用及び空席等の利用状況をデ

ィスプレイ１８に表示して，該表示を車掌が目視できるようにして，車内検札を自

動化した座席管理装置である。 

 【０００４】 

 ・・・これ等の両情報を地上の管理センターから受ける場合，伝送される情報は

２種になるために通信回線の負担を１種の場合に比べて２倍にするとともに端末機

の記憶容量と処理速度とをともに２倍にするなどの問題がある。 

 【０００５】 

 【発明が解決しようとする課題】 

本発明が解決しようとする課題は，上記発明の座席指定席利用状況監視装置は上

記券情報と上記発券情報とに基づいて各座席指定席の利用状況を表示するにはこれ

等の両情報を地上の管理センターから受ける場合，伝送される情報量が２倍になる

ために，該情報を伝送する通信回線の負担を２倍にするとともに端末機の記憶容量

と処理速度とをともに２倍にするなどの点にある。」 

 ウ 「【０００７】 

 【作用】 

 本発明は，これ等の構成に，上記ホストコンピュータから上記端末機へ伝送され

る情報量が上記券情報と上記発券情報との両表示情報から１つの表示情報となる上

記座席表示情報にすることで半減され，これによって通信回線の負担と端末機の記

憶容量と処理速度とを半減する。」 
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 エ 「【０００８】 

 【実施例】 

図１は本発明の座席管理システムのブロック図であって，ホストコンピュータ１

は，カードリーダ（改札機等）で読取られた座席指定券の券情報或いは券売機等で

発券された座席指定券の発券情報等を管理する管理センターに備えられて，端末機

２は，ホストコンピュータ１と通信回線で結ばれて，指定座席を設置管理する座席

管理地に備えられる。 

【０００９】 

 ホストコンピュータ１において，券情報入力３は前記券情報を受けてこれをＣＰ

Ｕ６へ入力して，さらに発券情報入力４は前記発券情報を受けてこれをＣＰＵ６へ

入力して，制御情報入力５は端末機２から情報の伝送を指令する伝送指令情報或い

は前記座席管理地において発券された座席指定席の発券情報等を受けてこれ等の情

報をＣＰＵ６へ入力する。 

 【００１０】 

 ＣＰＵ６は，券情報入力３から入力された前記券情報及び発券情報入力４から入

力された前記発券情報それに制御情報入力５から入力された前記発券情報等を記憶

するとともに，これ等の情報に基づき，かつ，前記座席管理地に設置される指定座

席のレイアウトに基づいて，例えば前記券情報及び前記発券情報の両情報又は前記

発券情報が存在するときは「１」（使用席）とし，前記券情報のみが存在するとき又

は両情報が存在しないときは「０」（空席）として，各指定座席の利用状況を表示す

る座席表示情報を作成して，これを記憶するとともに，該座席表示情報を，制御情

報入力５から前記伝送指令情報が入力されたとき表示情報出力８へ出力する。 

【００１１】 

 ディスプレイ７はＣＰＵ６に記憶された前記座席表示情報を受けて表示し，さら

に表示情報出力８は，制御情報入力５が前記伝送指令情報を受けてＣＰＵ６に入力

したときＣＰＵ６から出力された前記座席表示情報を通信回線に乗せて端末機２へ
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伝送する。また操作部９は，ＣＰＵ６のプログラムのシーケンスを制御して，前記

した各種情報の入力の受付や，前記座席表示情報を受けて表示されるディスプレイ

７の画像をスクロールする等の操作をする。 

【００１２】 

 次に，端末機２において，表示情報入力１０は，ホストコンピュータ１と通信回

線で結ばれて，伝送された前記座席表示情報を受けてこれをＣＰＵ１１へ入力する。 

【００１３】 

 ＣＰＵ１１は表示情報入力１０から入力された前記座席表示情報を受けてこれを

記憶するとともに，ホストコンピュータ１へ情報の伝送を指令する伝送指令情報を

記憶する。さらにディスプレイ１２はＣＰＵ１１に記憶された前記座席表示情報を

受けて，当該座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて各指定座席

の利用状況を表示する。」 

 オ 「【００１６】 

 これ等のことから，本発明の座席管理システムは，カードリーダ（改札機等）で

読取られた座席指定券の券情報或いは券売機等で発券された座席指定券の発券情報

等を管理する管理センターに備えられるホストコンピュータ１が，前記券情報と前

記発券情報，それに，ホストコンピュータ１と通信回線で結ばれて，指定座席を設

置管理する座席管理地に備えられる端末機２からの，当該座席管理地で発券された

座席指定券の発券情報等を受けて，これ等の情報に基づいて，かつ，前記座席管理

地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて座席表示情報を作成して，これを

表示するとともに，作成された座席表示情報を，端末機２からの前記座席表示情報

の伝送を指令する伝送指令情報を受けて伝送して，さらに，端末機２が，ホストコ

ンピュータ１から伝送された前記座席表示情報を受けてこれを表示するとともに，

当該座席管理地において，座席指定券が発券されたときの発券情報によって前記座

席表示情報及びその表示が更新されて，座席管理者が各指定座席の利用状況を目視

できるようにしている。」 
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 カ 「【００２０】 

【発明の効果】 

 以上説明したように本発明の座席管理システムは，上記管理センターに備えられ

るホストコンピュータが，カードリーダ（改札機等）で読取られた座席指定券の券

情報と券売機等で発券された座席指定券の発券情報とを入力して，これ等の両情報

に基づいて表示する座席表示情報を作成して，作成された前記座席表示情報を，前

記ホストコンピュータと通信回線で結ばれて，指定座席を設置管理する座席管理地

に備えられる端末機へ伝送して，該端末機が前記座席表示情報を入力して表示して

するようにしたことで，該端末機がする各指定座席の利用状況の表示を前記券情報

と前記発券情報との両表示情報から１つの表示情報となる前記座席表示情報で実現

できるようになり，これによって前記ホストコンピュータから前記端末機へ伝送す

る情報量が半減され，通信回線の負担と端末機の記憶容量と処理速度等を軽減する

とともに，端末機のコストダウンが計られて，本発明のシステムの構築を容易にす

る。」 

キ 「【図面の簡単な説明】 

 【図１】 本発明の座席管理システムのブロック図である。 

 【図２】 従来の座席管理システムである座席指定席状況監視装置（特公Ｈ５－

４７８８０号公報）に備えられる端末機の概略図である。」 
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 (2) 上記(1)によれば，本件特許発明の特徴は以下のとおりであると認められる。 

 本件特許発明は，指定座席を管理する座席管理システムに関する(【０００１】)。 

 従来，指定座席を管理する座席管理システムとしては，カードリーダで読取られ

た座席指定券の券情報及び券売機等で発券された座席指定券の発券（座席予約）情

報等を，列車車内において，端末機（コンピュータ）で受けて記憶し情報処理して，

各指定座席の使用及び空席等の利用状況をディスプレイ１８に表示して，該表示を

車掌が目視できるようにして，車内検札を自動化した座席管理装置が発明されてい

るが，これらの両情報を地上の管理センターから受ける場合，伝送される情報は２

種になるために通信回線の負担を１種の場合に比べて２倍にするとともに端末機の

記憶容量と処理速度とをともに２倍にするなどの問題があった（【０００２】～【０

００５】）。 

 本件特許発明の座席管理システムは，管理センターに備えられるホストコンピュ

ータ１が，カードリーダ（改札機等）で読取られた座席指定券の券情報と，券売機

等で発券された座席指定券の発券情報，それに，当該座席管理地で発券された座席

指定券の発券情報等を受けて，これ等の情報に基づいて，かつ，前記座席管理地に

設置される指定座席のレイアウトに基づいて座席表示情報を作成して，作成された

座席表示情報を端末機２に伝送し，端末機２は，ホストコンピュータ１から伝送さ

れた前記座席表示情報を受けて，当該座席管理地に設置される指定座席のレイアウ

トに基づいて各指定座席の利用状況を表示し，当該座席管理地において座席管理者

が各指定座席の利用状況を目視できるようにすることで（【０００８】～【００１３】，

【００１６】），該端末機がする各指定座席の利用状況の表示を，一つの表示情報と

なる前記座席表示情報で実現できるようになり，これによって前記ホストコンピュ

ータから前記端末機へ伝送する情報量が半減され，通信回線の負担と端末機の記憶

容量と処理速度等を軽減するとともに，端末機のコストダウンが計られて，本件特

許発明のシステムの構築を容易にする（【００２０】）。 

 すなわち，本件特許発明は，管理センターに備えられるホストコンピュータにお
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いて，「券情報」及び「発券情報」に基づき，かつ，「座席管理地の座席レイアウト」

に基づいて，一つの情報である「座席管理情報」を作成し，これをホストコンピュ

ータから座席管理地に備えられる端末機に伝送し，当該端末機がこれを入力して，

その表示手段において表示するという構成を採用することによって，ホストコンピ

ュータから端末機へ伝送する情報量が半減され，通信回線の負担と端末機の記憶容

量と処理速度等を軽減するとともに，端末機のコストダウンが図れ，本件特許発明

のシステムの構築を容易にするという効果を達成した発明であると認められる。 

 ２ 取消事由１（請求項１及び２の文言解釈の誤り）について 

 原告の主張する取消事由１は，審決が，請求項１及び２の「座席表示情報」の技

術的意義を誤って認定したことを前提として，本件訂正審判の請求が特許法１２６

条６項の規定に適合しないとの審決の判断には誤りがあると主張するものであると

解される。 

 そこで，以上を前提に，審決の判断に誤りがあるかについて検討する。 

 (1) 前記１(2)の本件特許発明の特徴によれば，審決が認定するとおり，特許請

求の範囲の請求項１及び２の「座席表示情報」とは，ホストコンピュータにおいて，

「券情報」と「発券情報」とに基づき，かつ，「指定座席のレイアウト」に基づいて

作成手段により作成される情報であって，ホストコンピュータにおいて，「券情報」，

「発券情報」及び「指定座席のレイアウト」といった個々の情報を一つの情報に統

合することによって，これを端末機に送信すれば，格別の処理を要することなく座

席の利用状況を表示し，目視することができる情報であると認められる。 

 そして，本件訂正審判の請求に係る訂正事項２，３，５及び６は，前記第２，３

のとおりであり，これによると，「座席表示情報」を作成する際に用いる情報は，「券

情報」と「発券情報」となると解される。そうすると，本件訂正により，「座席表示

情報」を作成する際に用いる情報が，訂正前には，「券情報」と「発券情報」と「指

定座席のレイアウト」であったものを，上記のとおり，「券情報」と「発券情報」に

変更するものであると認められる。 
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 したがって，本件訂正審判に係る訂正事項２，３，５及び６は，本件訂正前の請

求項１及び２において，ホストコンピュータで「座席表示情報」を作成する際に用

いる情報として特定されていた「指定座席のレイアウト」を除外するものであると

いえるから，発明特定事項を削除するものであって，実質上特許請求の範囲を拡張

し，又は変更する訂正（特許法１２６条６項）であると認められる。 

 (2) 原告の主張について 

 ア 原告は，特許請求の範囲の請求項１及び２について，「該入力手段によって入

力された前記券情報と前記発券情報とに基づき」は「作成する作成手段」を修飾し，

「前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて」は「表示する座

席表示情報」を修飾しているのであって，「座席表示情報」の後ろの「作成する作成

手段」にかかるものではないと解すべきである旨主張する。 

 しかし，「前記券情報と前記発券情報に基づき」と「前記座席管理地に設置される

指定座席のレイアウトに基づいて」とは「かつ」という語句で接続されていて並列

的記載になっており，上記記載は，「・・・に基づき，かつ，・・・に基づいて・・・

を作成する」と解釈するのが自然な文言解釈であるといえる。 

 また，上記のように解釈すると，「座席表示情報」は，「券情報」，「発券情報」及

び「指定座席のレイアウト」に基づいて作成されることとなり，これらの三つの情

報が統合されたものが「座席表示情報」であると認められるところ，本件明細書の

記載（段落【００１６】）によれば，「０」（空席）を示す「座席表示情報」を作成す

るためには，座席は存在するものの，「券情報」と「発券情報」とは存在しないと

いうことを判別する必要があり，座席の情報である「指定座席のレイアウト」と「券

情報」及び「発券情報」との突き合わせが必要となるから，「座席表示情報」は，「該

入力手段によって入力された前記券情報と前記発券情報とに基づき」作成されてい

るとともに，「前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて」作成

されるものと解される。したがって，上記解釈は，本件明細書の段落【００１６】

の記載によっても裏付けられるものであるといえるし，その他，本件明細書の記載
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（段落【０００５】，【００１６】，【００２０】等）とも整合するものであると認め

られる。 

これに対し，原告が主張するように，「前記座席管理地に設置される指定座席のレ

イアウトに基づいて」が「表示する」を修飾すると解すると，本件特許発明は「座

席表示情報」を作成する際に用いる情報が，「券情報」と「発券情報」とになって，

「指定座席のレイアウト」が除外されるところ，「指定座席のレイアウト」は「座席

表示情報」が作成されるべき座席を判別するために必要な情報であって，「指定座席

のレイアウト」がなければ，「０」（空席）を示す「座席表示情報」を作成する際に，

座席は存在するものの，「券情報」と「発券情報」とは存在しないということを判別

するための「指定座席のレイアウト」と「券情報」及び「発券情報」との付き合せ

を行うことができず，本件特許発明を実施することができなくなると解される。ま

た，「指定座席を設置管理する座席管理地に備えられる端末機２からの，当該座席管

理地で発券された座席指定券の発券情報等を受けて，これ等の情報に基づいて，か

つ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて座席表示情報を

作成して」（【００１６】）との本件明細書の記載とも整合しなくなる。 

したがって，「前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて」が

「表示する」を修飾していると解することはできないから，原告の上記主張は採用

することができない。 

イ 原告は，審決の判断によれば，「前記座席管理地に設置される指定座席のレ

イアウトに基づいて」の後に続けて，そこに本来あるはずの「表示する」との文

言が抜けることになり，「前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基

づいて表示する座席表示情報を作成する」という，そこで作成される本件特許発

明の「座席表示情報」の本来の意味が失われることになるし，通常，前にある文

言（「指定座席のレイアウトに基づいて」）は，その直後にある文言（「表示する」）

に係るのが常識であるから，請求項１及び２の「前記券情報と前記発券情報とに

基づき，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表
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示する座席表示情報を作成する」という文面では，あくまでも，「指定座席のレイ

アウトに基づいて表示する」となっても「指定座席のレイアウトを統合」という

ことにはならない旨主張する。 

 しかし，「前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて」が「表

示する」を修飾すると解すると，本件特許発明は，実施することができず，また，

本件明細書の記載とも整合しないこととなるから，原告が主張するように，「前記座

席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて」が「表示する」を修飾し

ていると解することはできないことは，前記認定のとおりである。 

 したがって，原告の上記主張は採用することができない。 

 ウ 原告は，審決が，ホストコンピュータで作成される「座席表示情報」を，デ

ィスプレイに座席の利用状況をイメージして作成された情報（画像情報）として捉

えていることを前提に，審決のように解釈すると，端末機が，「座席表示情報」を表

示する場合は，「座席表示情報」を受けて，それをもとに，指定座席のレイアウトに

基づいて何らかの処理をして画像情報を作成しているということになるけれども，

ホストコンピュータで作成される「座席表示情報」は画像情報として捉えられるも

のではないから，審決の上記認定は誤りである旨主張する。 

 しかし，審決は，「座席表示情報」とは，ホストコンピュータにおいて，「券情報」

と「発券情報」とに基づき，かつ，「指定座席のレイアウト」に基づいて作成手段に

より作成される情報であって，ホストコンピュータにおいて，「券情報」，「発券情報」

及び「指定座席のレイアウト」といった個々の情報を一つの情報に統合することに

よって，これを端末機に送信すれば，格別の処理を要することなく座席の利用状況

を表示し，目視することができる情報と認めることができる旨認定しているのであ

って，「座席表示情報」を画像情報として捉えているわけではない。「座席表示情報」

が，空席の場合は「０」，使用席の場合は「１」の情報であるならば，端末機で「指

定座席のレイアウト」の表示上に，「０」（空席）又は「１」（使用席）の「座席表示

情報」をオーバーレイ表示することで，「座席表示情報」を「指定座席のレイアウト」
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に基づいて画像情報に変換するための格別な処理を要することなく，座席の利用状

況を表示し，目視することができるから，審決の「・・・これを端末機に送信すれ

ば，格別の処理を要することなく座席の利用状況を表示し，目視することができる」

などの認定を根拠として，審決が「座席表示情報」を画像情報に限定して解釈して

いるということはできない。 

 また，ホストコンピュータが，「券情報」，「発券情報」及び「指定座席のレイアウ

ト」といった個々の情報を，「１」（使用席）と「０」（空席）からなる一つの情報に

統合して端末機に送信するということであれば，端末機において「１」（使用席）と

「０」（空席）からなるような「座席表示情報」を作成するために格別な処理を要し

ないことは明らかである。 

 したがって，原告の上記主張は，その前提を欠くものであるから，採用すること

ができない。 

 エ 原告は，本件明細書には，「券情報」と「発券情報」という２種類の情報を

統合して一つの情報とする旨の記載があるのみであって，通信回線の負担の軽減

などの記載はなく，また，ホストコンピュータにおいて，「券情報」，「発券情報」

及び「指定座席のレイアウト」といった個々の情報を一つの情報に統合するとい

うように決めつける記載はどこにもなく，そのように解釈すると，「座席表示情報」

を「画像情報」と捉えることとなり，本件特許発明が「券情報」と「発券情報」

を統合して情報量を半減させる場合に比べ，各段に大きな情報量になってしまい，

審決が指摘するように「前記ホストコンピュータから前記端末機へ伝送される情

報量が半減され」ということにならない旨主張する。 

 しかし，従来の指定座席を管理する座席管理システムにおいては，券情報及び

発券情報を地上の管理センターから受ける場合，伝送される情報は２種になるため

に通信回線の負担を１種の場合に比べて２倍にするとともに端末機の記憶容量と処

理速度とをともに２倍にするなどの問題があったとの課題に鑑みると，本件特許発

明の目的の一つは，通信回線の負担の軽減にあると解するのが相当である。 
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 また，本件明細書の記載によれば，特許請求の範囲の請求項１及び２の「座席表

示情報」とは，ホストコンピュータにおいて，「券情報」と「発券情報」とに基づき，

かつ，「指定座席のレイアウト」に基づいて作成手段により作成される情報であって，

ホストコンピュータにおいて，「券情報」，「発券情報」及び「指定座席のレイアウト」

といった個々の情報を一つの情報に統合することによって，これを端末機に送信す

れば，格別の処理を要することなく座席の利用状況を表示し，目視することができ

る情報であると認められることは前記認定のとおりである。さらに，審決は「座席

表示情報」を画像情報として捉えた上で判断したものではないことも前記認定の

とおりである。 

 したがって，原告の上記主張は，その前提を欠くものであり，採用することが

できない。 

 オ 原告は，被告は，段落【００１３】に記載の「指定座席のレイアウトに基づ

いて表示する」というところでは，「端末機において「座席表示情報」とこれとは別

の指定座席のレイアウトに関する何らかの情報とを統合処理してディスプレイに表

示することを意味するものではないから」というように「統合しない」と主張し，

本件特許発明の「座席表示情報」の技術的意義に係る解釈で，「指定座席のレイアウ

トに基づいて作成する」というところでは「本件特許発明の「座席表示情報」とは，

ホストコンピュータにおいて，「券情報」，「発券情報」及び「指定座席のレイアウト」

といった個々の情報を１つの情報に統合されたもの」というように「統合する」と

主張するなど，その解釈に一貫性がなく，支離滅裂な主張をしているという他はな

いなどと主張する。 

 しかし，原告の上記主張は，本件明細書のホストコンピュータに関する記載と

端末機に関する記載を混同したものであると解される。すなわち，本件明細書に

おいて，ホストコンピュータでの動作を開示した段落【００１０】には，「・・・

券情報入力３から入力された前記券情報及び発券情報入力４から入力された前記

発券情報それに制御情報入力５から入力された前記発券情報等を記憶するととも
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に，これ等の情報に基づき，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイ

アウトに基づいて，例えば・・・として，各指定座席の利用状況を表示する座席

表示情報を作成して」と，「券情報」，「発券情報」及び「指定座席のレイアウト」

を統合して「座席表示情報」を作成することが記載されているのに対して，端末

機での動作を開示した段落【００１３】には，「・・・前記座席表示情報を受けて，

当該座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて各指定座席の利用

状況を表示する」と，「座席表示情報」を「指定座席のレイアウト」に基づいて表

示することが記載されている。そして，「表示」には，入力された情報を異なる情

報に処理や加工することは含まれないと解するのが相当であるから，本件明細書

には端末機において統合処理を行うことは記載されていないといえる。 

 さらに，端末機で「座席表示情報」を表示する際に，「指定座席のレイアウト」

の表示上に，「１」（使用席）又は「０」（空席）を示す「座席表示情報」をオーバ

ーレイ表示するなど，「座席表示情報」を画像情報に変換する処理を行うことなく，

「座席表示情報」を「指定座席のレイアウト」に基づいて表示することが考えら

れるのであるから，段落【００１３】の「指定座席のレイアウトに基づいて表示

する」を，「「座席表示情報」とこれとは別の指定座席のレイアウトに関する何ら

かの情報とを統合処理してディスプレイに表示する」などと限定的に解釈すべき

であるとは認められない。そして，端末機において統合処理をするか否かにかか

わらず，ホストコンピュータで統合処理が行われていることは，前記認定のとお

りである。 

そうすると，被告は，本件明細書の記載に基づいて，上記主張をしたにすぎな

いものといえ，被告の主張に矛盾はないから，原告の上記主張は採用することが

できない。 

 (3) 以上のとおり，原告の主張する取消事由１は理由がなく，審決の本件訂正

の適否についての判断に誤りはない。 

 ３ 取消事由２（審決の説示の誤り）について 
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 (1) 原告は，審決は，単に「表示する座席表示情報」とは，座席表示情報が表示

するものであることを意味していることが理解できると認定しているが，これでは，

何に基づいて表示する座席表示情報なのかが不明になってしまい，「座席表示情報」

の本来の具体的な意味が分からないものになってしまう旨主張する。 

 しかし，「表示」には，入力された情報を異なる情報に処理や加工することまで

は含まれないと解されるから，表示する情報と基づく情報は同一であると解する

のが相当である。そして，本件特許発明の「表示する座席表示情報」との記載を

参酌すると，「座席表示情報」が表示する情報であるとともに，基づく情報である

ことが明らかであるから，何に基づいて表示する座席表示情報なのかが不明にな

るということはない。 

したがって，原告の上記主張は採用することができない。 

 (2) 原告は，審決が，「また，請求項１及び請求項２の「前記券情報と前記発券

情報とに基づき，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づ

いて表示する座席表示情報を作成する作成手段」との記載は，「前記券情報と前記発

券情報とに基づき」と「前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づ

いて」とは「かつ」で接続されて，並列的に記載されているのであるから，「基づき」，

「基づいて」はいずれも「作成する」に係ると解するのが，２つ以上の文言を並列

的に接続する接続詞である「かつ」を含む文章の通常の解釈である。」とした点につ

いて，「かつ」は，「前記券情報と前記発券情報とに基づき」かつ（and）「前記座席

管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表示する」座席表示情報を作

成する，というように，すなわち，「前記券情報と前記発券情報とに基づき」という

だけではなく，かつ（and）「前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに

基づいて表示する座席表示情報を作成する」という意味で使われるだけのものであ

って，ここでは，何に基づくのか，その基づくものの数が増すことを意味する以外

の何物でもないから，特許請求の範囲の請求項１及び２に記載の文面の解釈は，「前

記券情報と前記発券情報とに基づき」かつ（and）「前記座席管理地に設置される指
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定座席のレイアウトに基づいて表示する座席表示情報を作成する」と全く同じ解釈

となり，審決の上記文面の解釈に係る説示は誤りである旨主張する。 

 しかし，「前記券情報と前記発券情報に基づき」と「前記座席管理地に設置され

る指定座席のレイアウトに基づいて」とは「かつ」という語句で接続されていて並

列的記載になっており，上記記載は，「・・・に基づき，かつ，・・・に基づいて・・・

を作成する」と解釈するのが自然な文言解釈であるといえ，この解釈は，本件明細

書の記載とも整合するものであると認められる。 

 これに対し，原告の上記主張は，「・・・とに基づき」は「座席表示情報を作成す

る」を修飾し，「・・・に基づいて」は「表示する」を修飾するというように，「か

つ」で結ばれた前後の文章がそれぞれ異なる語句を修飾するとの解釈に基づいてお

り，このような解釈は，「かつ」という文言の一般的な解釈とはいえないし，原告が

主張するような解釈をすべき合理的な理由もない。 

 したがって，原告の上記主張は採用することができない。 

 (3) 原告は，本件明細書の【請求項１】，【請求項２】，段落【０００５】，【００

０６】，【００１０】，【００２０】等の記載に鑑みると，段落【００１６】は「座席

表示情報」の前に付くべき「表示する」なる文言が抜けている，すなわち，単なる

記載漏れと解すべきであって，特段の意味を持つものではないから，審決の段落【０

０１６】の文面の解釈に係る説示は誤りである旨主張する。 

 しかし，本件明細書の段落【００１０】等の記載からみても，「該入力手段によ

って入力された前記券情報と前記発券情報とに基づき」及び「前記座席管理地に

設置される指定座席のレイアウトに基づいて」は「作成して」を修飾していると

解釈するのが相当であり，この解釈が段落【００１６】の記載とも整合すること

は前記認定のとおりである。 

 したがって，本件明細書の段落【００１０】等の記載を考慮したとしても，上

記段落【００１６】の記載は「表示する」という文言の単なる記載漏れであると

解することはできないから，原告の上記主張は採用することができない。 
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 (4) 原告は，審決の認定判断は，本件特許発明の技術的範囲を本件明細書の段

落【００１６】に記載された実施例に限定して誤って解釈し説示するものであるか

ら，特許法７０条１項に違反するものである旨主張する。 

 しかし，特許発明の技術的範囲の確定に際しては，願書に添付した明細書の発明

の詳細な説明の記載を考慮して，特許請求の範囲に記載された用語の意義を解釈す

べきである（特許法７０条２項）ところ，本件明細書の発明の詳細な説明の記載を

考慮すれば，本件特許発明の「座席表示情報」とは，ホストコンピュータにおいて，

「券情報」と「発券情報」とに基づき，かつ，「指定座席のレイアウト」に基づいて

作成手段により作成される情報であって，ホストコンピュータにおいて，「券情報」，

「発券情報」及び「指定座席のレイアウト」といった個々の情報を一つの情報に統

合することによって，これを端末機に送信すれば，格別の処理を要することなく座

席の利用状況を表示し，目視することができる情報であると理解することができ，

このことは，本件明細書に接した当業者にとっても自明のことであるといえる。 

 審決は，本件特許発明の「座席表示情報」という語の技術的意義を解釈する上

で，本件明細書の記載を参酌して上記のとおり認定したものであり，特許発明の

技術的範囲を特許請求の範囲の記載から乖離し，明細書に開示された実施例に限

定して解釈したものではないから，審決が，特許請求の範囲の記載に基づかずに特

許発明の技術的範囲の認定を行うものでないことは明らかである。 

 したがって，原告の上記主張は採用することができない。 

 (5) 原告は，各座席についてそれぞれの座席の「券情報」と「発券情報」などの

情報を座席番号順に並べるなどして「座席表示情報」を作成するためには，各座席

について，指定座席のレイアウトを手掛かりにして（使って），個々の座席の「発券

情報」と「発売情報」を突き合わせ，それぞれの座席の状況によって作成する必要

があり，この場合，指定座席のレイアウトを知らなければ（使わなければ）できな

いのであるから，ホストコンピュータで作成される本件特許発明の「座席表示情報」

は，「券情報」と「発券情報」だけでなく，かつ（and），指定座席のレイアウトに基
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づいて，各座席についてそれぞれの座席の「券情報」と「発売情報」を突き合わせ

て，それぞれの座席の状況によって，それらの情報を座席番号順に並べるなどして

作成するところ，ホストコンピュータが「座席表示情報」を作成する作成手段にお

いて使用されるプログラムには，上記指定座席のレイアウトは必要不可欠な情報と

して使用されるものではあるものの，本件特許発明にはそのようなプログラムは示

されていないのであるから，前記作成手段によって作成される「座席表示情報」は，

特許請求の範囲に記載のとおりの，「券情報」と「発券情報」とに基づき，かつ(and)，

座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて表示する（表示するため

の）「座席表示情報」であればどのような形式・形態等（データフォーマット）のも

のでもあってもよい旨主張する。 

 原告の上記主張は，「座席表示情報」を作成するためには，「券情報」，「発券情

報」及び「指定座席のレイアウト」の三つの情報が必要不可欠な情報であること

を前提としたものであると解されるから，その限りで，審決の認定に沿うもので

あるといえる。 

 しかし，本件特許発明が座席管理システムの発明であって，座席表示情報を作

成するプログラムの発明ではないからといって，「座席表示情報」の作成に必要不

可欠な情報の一つである「指定座席のレイアウト」が不要になるというものでは

ない。さらに，本件明細書の段落【００１０】の記載などを参酌すると，本件特

許明細書に開示された実施例では，ホストコンピュータにおいて，「券情報」，「発

券情報」及び「指定座席のレイアウト」に基づき，「１」（使用席）又は「０」（空

席）からなる「座席表示情報」を作成しており，審決の「座席表示情報」の技術

的意義の認定（ホストコンピュータにおいて，「券情報」，「発券情報」及び「指定

座席のレイアウト」といった個々の情報を一つの情報に統合すること）が本件明

細書の記載に裏付けられていることも前記認定のとおりである。 

 したがって，原告の上記主張は採用することができない。 

４ 取消事由３（その他の取消事由） 
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 (1) 原告は，審決の請求項１及び２の文面の解釈の誤り，それを正当化するため

の説示の誤りの全ては，別件訴訟の裁判官がした誤った文面解釈とそれを正当化す

るための誤った説示をそのまま使ってされたものであることは明らかであり，しか

も，審決の説示は，本件拒絶理由通知の際にはなかったものであり，その誤った説

示について原告が意見する機会が与えられないままにされたのであって，原告の対

処不能な状態でされたものである旨主張する。 

 しかし，本件拒絶理由通知書（甲１４）には，「本件明細書の特許請求の範囲の

記載（上記（ア）を参照。）及び発明の詳細な説明の記載（特に，上記（イ）～（カ）

を参照。）をふまえ，「座席表示情報」の意味について検討する。まず，請求項１

には，「座席表示情報」に関し，・・・が記載されている。・・・さらに，発明の詳

細な説明には，・・・その課題を解決するための具体的な情報処理の態様とし

て，・・・「【００１６】これ等のことから，本発明の座席管理システムは，カード

リーダ（改札機等）で読取られた座席指定券の券情報或いは券売機等で発券され

た座席指定券の発券情報等を管理する管理センターに備えられるホストコンピュ

ータ１が，前記券情報と前記発券情報，それに，ホストコンピュータ１と通信回

線で結ばれて，指定座席を設置管理する座席管理地に備えられる端末機２からの，

当該座席管理地で発券された座席指定券の発券情報等を受けて，これ等の情報に

基づいて，かつ，前記座席管理地に設置される指定座席のレイアウトに基づいて

座席表示情報を作成」（上記記載事項（オ）参照。）することが記載され，・・・こ

れらの記載を総合して本件特許発明１及び２における「座席表示情報」の意味を

検討すると，「座席表示情報」とは，ホストコンピュータにおいて，「券情報」と

「発券情報」とに基づき，かつ，「指定座席のレイアウト」に基づいて作成手段に

より作成される情報であって，ホストコンピュータにおいて，「券情報」，「発券情

報」及び「指定座席のレイアウト」といった個々の情報を１つの情報に統合する

ことによって，これを端末機に送信すれば，格別の処理を要することなく座席の

利用状況を表示し，目視することができる情報と認めることができる。」との記載
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があり，訂正前の本件特許発明における「座席表示情報」は，ホストコンピュー

タにおいて，「券情報」，「発券情報」及び「指定座席のレイアウト」という三つの

情報が統合された一つの情報であり，これを端末機に送信すれば，格別の処理を

要することなく座席の利用状況を表示し，目視することができる情報であること，

このように解釈する際に本件明細書の段落【００１６】等の記載が考慮されたこ

とが本件拒絶理由通知書に示されていることが認められる。 

そうすると，本件拒絶理由通知書の記載と審決の記載は，実質的に同じ趣旨のこ

とをいうものと解することができる。両者の理由に，形式的な用語上の差異がある

としても，改めて拒絶理由が通知されなかったことをもって，特許法１５９条２項

において準用する特許法５０条の規定等に違反する違法があったということはでき

ない。 

 また，前記特許庁における手続の経緯等によれば，原告は，本件拒絶理由を通知

された後，平成２７年１２月４日付けで本件拒絶理由通知書に対する意見書を提出

していることが認められるところ，本件拒絶理由通知に記載のない主な部分（「・・・

基づき」及び「・・・基づいて」の具体的な修飾先が「作成する」である点や発

明の詳細な説明の段落【００１３】に関する点）については，いずれも，本件拒

絶理由通知に応答して原告が提出した上記意見書において，原告が自ら主張した

事項であり，これを踏まえて審決が判断したものであるから，原告にとって主張

の機会がなかったとは認められない。 

以上の審判の経緯等に照らすと，審判の手続に違法があるとはいえず，原告の上

記主張は，審判手続の適法性や審決の内容に影響を及ぼすものではないと認められ

る。 

 (2) 原告は，審決は，その誤った事実認定を正当化し，本件特許発明をないもの

にしようとする策略によるものであることは明らかで，絶対あってはならない，絶

対許されない犯罪行為であるという他はなく，少なくとも，そこにある所為は，刑

法１５６条（虚偽公文書作成罪）に該当するという他はないのであるなどと主張す
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る。 

 しかし，審決の事実認定に誤りはないことは前記認定のとおりであるから，原告

の上記主張はその前提を欠くものである。原告は，その他縷々主張するが，いずれ

も審判手続の適法性や審決の内容に影響を及ぼすものではない。 

 したがって，審決に違法があるということはできないから，原告の主張は採用す

ることができない。 

 ５ なお，原告は，本件口頭弁論終結後に，平成２８年９月２３日付け口頭弁論

再開申立書を提出し，原告の平成２８年６月２０日付け第１準備書面に対する被告

の反論を求めるために，口頭弁論の再開の申立てをした。しかし，上記口頭弁論再

開申立書における主張を改めて十分検討しても，被告にさらに反論を求めなければ

手続的正義の要求に反するということもできず，本件訴訟の審理における必要性が

ないから，本件の口頭弁論を再開する必要はない。 

 また，原告は，本件口頭弁論終結後に，平成２８年９月２３日付け文書提出命令

の申立て（平成２８年（行タ）第１００２１号，同第１００２２号）をしているが，

いずれも本件訴訟の審理における必要性がなく，口頭弁論を再開する必要はないも

のである。 

第６ 結論 

以上のとおり，原告の主張する取消事由はいずれも理由がなく，原告の請求は理

由がないから，これを棄却することとし，主文のとおり判決する。 
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